
ページ 行

1 いわき市 17～21

現行のままとします。

※目標値は、実現の可能性も踏まえて、当該年度におけ
る目指すべき数値として設定しています。
温室効果ガス排出量の目標値についても設定の考え方
は同様です。なお、この目標値は、人口、経済の動向や
再生可能エネルギー導入量などの想定を行い、それらに
基づき算出した数値であることを申し添えます。
また、温室効果ガス排出量の目標達成のための具体的
な手法については、本計画は、本県の環境保全に関する
基本的な方向を示す計画であることから、具体的な取組
は、本計画に体系づけられる個別計画であり、本年度見
直しを行っている「福島県地球温暖化対策推進計画」の
中でお示ししたいと考えています。

2 いわき市 20 15

3 いわき市 20 15

対応

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「工場・事業場等における温排水廃熱や、太陽光、太陽
熱、風力、地熱、小水力、バイオマスなど再生可能エネル
ギーの有効利用、従来型エネルギーの高効率利用を進
めます。」

市町村から提出された意見への対応

　当該計画は平成32年度までの８か年を期間とした短期的な計画であり、各種環境指標の設定
にあたっては、最終年度までに実現可能な目標値とすべきである。
　特に、温室効果ガス排出量については、現在、全国の原子力発電所が稼動停止を余儀なくさ
れ、今後の再稼動の見通しも立っていないという状況を踏まえた上で、県復興計画の「原子力に
依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」という基本理念や、国・県のエネル
ギー政策とも整合性を図りながら、実現可能な目標値を定めるとともに、その目標を達成するた
めの具体的な手法についても明記するべきである。

　「脱原発」を標榜する県が、電源別発電電力量で１％台にすぎない再生可能エネルギーの普
及拡大のみを中心に「低炭素社会への転換」を図ることは、現時点では現実的とは言えず、首
都圏等への電力供給拠点として電力移出を続けてきた本県エネルギー政策にも影響を及ぼす
ことから、再生可能エネルギーの普及拡大のみならず、従来型エネルギーの高効率利用につい
ても、本県の環境・エネルギーに関する施策として位置づけるべきである。
　長期的な取組としての再生可能エネルギーの普及拡大と、短期的な取組としての従来型エネ
ルギーの高効率利用を両輪としてバランスよく推進していく必要があるものと考える。

　当該計画には、エネルギー消費量の削減によるミクロ的（地域的）な排出量削減のみならず、
再生可能エネルギーの産業集積や技術開発によるマクロ的（世界的）な排出量削減についても
位置づけていることから、本県発のマクロ的な温室効果ガス排出量削減の取組を対外的に広く
アピールする面からも、ＩＧＣＣをはじめとした従来型エネルギーの高効率利用を当該計画に位
置づけていくべきである。

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

参考資料３
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ページ 行
対応

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

4 いわき市

9

28

31

25

21

5

①：現行のままとします。
※野生動物の保護管理以外の内容も含めて整理してい
ます。
②：現行のままとします。
※本計画は、本県の環境保全に関する基本的な方向を
示す計画であることから、狩猟者の確保対策について
は、本計画に体系づけられる個別計画であり、本年度見
直しを行っている「鳥獣保護事業計画」の中で記載してま
いりたいと考えています。
③固有名詞を除き、動物については、鳥類・ほ乳類に限
定する場合は野生鳥獣、限定しない場合は野生動物、動
物及び植物について言及する場合は野生動植物として、
修正します。

5 伊達市 10 25

「また、方針が定まっていない生活圏以外の森
林や河川については、」を「また、早急に方針
を定める必要がある生活圏以外の森林や河
川については、」に修正する。

方針を定めるのは、国及び県、市町村が協力し
て定める必要がある。「定まっていない」では、
誰が定めるのかという誤解を生みかねない。
福島復興再生基本方針でも一定の方針を示す
書き方としている。「除染については、まずは住
居等近隣の森林の除染から進めていくこととし
ているが、住居等近隣以外の森林の除染の在
り方については、国は、蓄積されつつある技術
的知見を踏まえ、できる限り早期に検討を進
め、一定の方針を示す。」

御意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

「また、早急に方針を定める必要がある生活圏以外の森
林や河川については、その除染方法の確立が求められて
います。」

①生物多様性基本法においては、野生生物に対する被害防除や個体数管理も「野生生物の種
の多様性の保全等」としており、第４次改定案の施策体系として、「生物多様性の保全と持続可
能な利用」に、「野生動物の保護管理」を溶け込ませていることは理解出来るが、住民視点では
鳥獣被害対策等がより身近（重要）であり、「施策の展開方向」の内容（構成）も、「野生動物の
保護管理の取組の推進」が主であることから、施策体系の項目は「野生生物の保護及び管理」
などが望ましい。
②また、「野生動物の保護管理の取組の推進」において、捕獲従事者（狩猟者）の不足が大きな
課題であるにも関わらず、そのことに触れずに対策を進めるとしており、大きな違和感を感じる
ため、捕獲従事者不足の現状と対策について盛込むべきである。
③なお、生物多様性基本法は「野生生物」、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律は「鳥
獣（鳥類又は哺乳類に属する野生動物）」との文言を使用しているが、改定案においては、「野
生動物」「野生鳥獣」「野生動植物」など表現が様々であり、敢えて使い分けているのでなけれ
ば、統一した文言を使用するべきである。
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6 いわき市 11 7

　環境放射能の測定について、現在、国（環境
省、文部科学省他）、県、市町村と各自が行っ
ているが、国・県・市等のモニタリングの実施
状況を整理し、掲載できないか。なお、そもそ
も役割分担の明確化、測定結果の活用（除染
等）や、測定実施のための財源も整理してほし
い。

　震災発生直後、各自が行っていたモニタリン
グを総括・整理し、今後の測定結果の活用を図
ることが、市民の利便性向上に資するため。

現行のままとします。

※国、県、市町村が実施しているモニタリングの結果につ
いては、今後、県のホームページに掲載している「福島県
放射能測定マップ」において空間線量率等を一元的に掲
載するなど、より分かりやすい情報提供に努めてまいりま
す。また、現在、国が策定した「総合モニタリング計画」に
基づきながら、国、県、市町村等が連携してモニタリング
を実施しており、県や市町村が実施する空間線量率等の
モニタリング調査及び機器整備等に係る費用について
も、新たな交付金の創設など、確実な財政措置を講ずる
よう国に求めているところであり、今後とも、国、市町村と
連携を図りながら、きめ細かなモニタリングを実施してい
きたいと考えております。

7 いわき市 11 14

(1)環境放射能モニタリングの実施のうちの「環
境指標」について、各地方振興局等における
空間線量率という代表ポイントでの指標ではな
く、たとえば航空機によるモニタリング結果の
ような全県土の面的な指標（例えば、県土を
メッシュに切って、「一定水準(0.23μＳｖ/ｈ)以
上の面積を現在の○％から○％まで減少させ
る」などや「全県土において、面積積算で○％
減少させる」の表現など）で、目標指標を設定
すべきではないか。

・放射能汚染物質の放出により県土全体が汚
染されたという事態は、これまで経験したことの
ない深刻な影響をもたらし、除染による「環境回
復の推進」を、大きな柱に掲げている割には、
目標設定が極めて貧弱な感じがする。
・代表的なポイント（各地方振興局）の測定結果
を指標にしても、そのポイントが特異点（県土全
体を代表していない）と判断され、多くの県民の
納得を得られないと考える。

(2)除染の推進において、新たな指標「市町村除染地域等
のモニタリングポスト設置箇所における年間追加被ばく線
量」を設定し、年間追加被ばく線量が１mSv以下の地点が
100%になることを目指します。
なお、御指摘の指標「環境放射線量（各地方振興局等に
おける空間線量率）」は、環境放射線量の測定及び公表
に係る指標として設定しており、記載の７箇所は、きめ細
かく測定・公表を実施する中での例示として記載していま
す。
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今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

8 伊達市 12 4

除染は、県、国、市町村等関係機関の連携の
下、総力を結集し一体となってできるだけ速や
かに行うこととし、取組に当たっては、子どもの
生活環境から優先的に実施していきます。

下線部を修正する。

「子どもの生活環境」とあるが、学校・公園等の
除染は進んでおり「今さら？」という印象を受け
る。
現状を踏まえたうえでもう少し踏み込んだ施策
が必要ではないか。

現行のままとします。

※放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針におい
ても、基本的な考え方として、「子どもの生活環境を優先
的に除染することによって、平成25年８月末までに、子ど
もの年間追加被ばく線量が平成23年８月末と比べて、放
射性物質の物理的減衰等を含めて約60％減少した状態
を実現すること」と記載され、現在、子どもの生活環境を
優先させながら除染に取り組んでいるところであり、市町
村の進捗状況に差違があるのが実態でありますので、御
理解願います。

9 伊達市 12 9

除染特別地域では、国が主体となって、追加
被ばく線量が年間１ミリシーベルト以下になる
ことを目指し・・・

下線部を修正する。

「長期的に見て１ｍSｖ以下」という意味だとは思
うが、原案では「今すぐに１ｍSｖ以下にする」と
とられないか。

注釈において、１ミリシーベルト以下という長期的な目標
があり、この達成に向けて除染を進めている旨、記載しま
す。
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今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

10 いわき市 12 12

　除染特別地域以外の地域とは、放射性物質
汚染対処特措法の汚染状況重点調査地域を
指すのか、それとも除染実施区域を指すの
か、明確に記載してほしい。また、除染実施区
域外のホットスポットの対応について記載する
必要がある。

　除染特別地域にも汚染状況重点調査地域に
も指定されていない地域、又は汚染状況重点調
査地域の指定はされているが除染実施区域と
なっていない地域は、特措法上、除染の対象外
となるため。ただし、除染実施区域外の地点に
おいても、局所的に高い放射線量を示すホット
スポットが存するものの、除染等の措置を講じ
る必要があるため。

当該箇所は、（①）除染特別地域以外の除染実施計画に
基づく除染実施区域、さらには（②）除染特別地域及び上
述の除染実施区域以外の地域の中で局所的に追加被ば
く線量が年間１ミリシーベルト超となる地点を指しますが、
これを詳細に記載すると複雑になることから現行の記載
をしていますので、御理解願います。
ただし、現行の記載では、上述の②の地点が除外される
ような誤解を招くことから、以下のとおり修正します。
「除染特別地域以外の地域では、市町村が策定する除染
実施計画に基づく取組など、追加被ばく線量が速やかに
年間１ミリシーベルト以下になることを目指し、市町村を始
め、県及び国が除染を行います。」
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今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

11 伊達市 13 21

「県は、市町村等が可能な限り再生利用を図り
ながら計画的に災害廃棄物の処理を進めるこ
とができるよう支援します。」を「～処理を進め
ることができるよう市町村と連携して進めま
す。」に修正する。

災害廃棄物の処理に関しては、市町村にとって
大きな課題となっている。「支援」ではなく、「連
携して進める」という県の立ち位置が重要だと
思われる。

災害廃棄物処理に係る記載の冒頭において、基本的な
スタンスとして、県、国、市町村等が連携しながら処理を
行っていく旨を記載しており、御指摘の箇所では県の具
体的な取組を記載していますが、御意見を鑑み、以下の
とおり修正します。
「県は、市町村等が可能な限り再生利用を図りながら計
画的に災害廃棄物の処理を進めることができるよう取り
組んでいきます。」

12 伊達市 13 25

「必要に応じ仮設処理施設設置に向けた用地
確保や産業廃棄物処理施設の確保に係る調
整など、市町村等のそれぞれの課題に応じ、
支援していきます。」を「～市町村等のそれぞ
れの課題に応じ、市町村と連携して進めま
す。」に修正する。

災害廃棄物の処理に関しては、市町村にとって
大きな課題となっている。「支援」ではなく、「連
携して進める」という県の立ち位置が重要だと
思われる。

災害廃棄物処理に係る記載の冒頭において、基本的な
スタンスとして、県、国、市町村等が連携しながら処理を
行っていく旨を記載しており、御指摘の箇所では県の具
体的な取組を記載していますが、御意見を鑑み、以下の
とおり修正します。
「必要に応じ仮設処理施設設置に向けた用地確保や産業
廃棄物処理施設の確保に係る調整など、市町村等のそ
れぞれの課題に応じ、きめ細かく対応します。」

13 伊達市 15 12

現在、廃炉が決定された東京電力福島第一原
子力発電所１～４号機においては、「廃止措置
等に向けた中長期ロードマップ」に基づきプラ
ントの安定維持と燃料取出し等
→「プラント」を日本語表記（施設、設備等）とす
べきではないか。

県民にとって分かりやすい計画とするために
は、意味が分かりづらいカタカナ表記は避ける
べきと思える。

現行のままとします。

※原子力発電所においては、「プラント」という言葉で一般
的に認知されているものと考えます。

14 いわき市 15 21

　県計画では、「廃炉までの間、冷温停止が安
定的に維持されていくことが必要」とあるが、廃
炉作業期間中、例えば、原子炉格納容器から
燃料棒を取り出し、区域外に保管するなど、確
実な安全対策を講じられることが必要である。

　廃炉作業が数十年におよび、その間、多くの
市民が不安を抱えた生活を強いられるため、確
実な安全対策を講じられることが必要である。

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「廃炉までの間、冷温停止が安定的に維持されるととも
に、廃炉作業が安全かつ着実に実施されていくことが必
要です。」

15 伊達市 16 20

「モニタリング結果等について、ホームページ
等を通じて県民への情報提供を進めていきま
す。」を「～ホームページや広報誌、講演会等
を通じて県民への安心安全できる情報提供を
進めていきます。」に修正する。

県民は沢山ある情報の中から、安心安全できる
情報を待っている。単にホームページを通じて
情報を発信するのではなく、様々な媒体を通じ
て安心安全な情報を出していく記載が必要だと
思われる。

現行のままとします。

※御指摘も踏まえ、県民に情報が行き届くよう、事業を展
開してまいりたいと考えています。
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対応

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

16 いわき市 17 11～17

～～～「東日本大震災、特に東京電力福島第
一原子力発電所の事故の影響により、全国各
地の原子力発電所が稼動を停止しており、火
力発電所の稼働率が上がったため、二酸化炭
素などの温室効果ガスの排出量が増加してい
ます。一方、福島県における」～～～　を

～～～「東日本大震災等の影響により火力発
電所の稼働率が上昇し、二酸化炭素などの温
室効果ガスの排出量が増加しているものの、
福島県における」～～～　に修正する。

　「現状」としては間違っていないかもしれない
が、この表記の裏を返せば、全国各地の原子力
発電所の稼動を停止させると、火力発電に頼ら
ざるを得なくなり、結果、温室効果ガスの排出量
が増えるから、原子力発電所を稼動させるべ
き・・・のように聞こえるので修正した方が良い。

現行のままとします。

※事実関係を記載しており、火力発電所の稼働率が上
がった理由を明確に記載する必要があると考えます。
なお、計画の中でも記載していますが、県としては、県内
の原子力発電所の全基廃炉を求めています。

17 伊達市 17 14
「また、震災復興事業（災害廃棄物処理、除染
等）の実施により、今後二酸化炭素排出量が
増加することが予想されます。」を追加する。

震災復興事業は早急に実施することが第一で
はあるが、それを追求するあまり廃棄物の発生
抑制やリサイクルが徹底されなければ余計なＣ
Ｏ2が排出されることとなる。復興事業であって
も地球温暖化の要因となることを認識したうえ
で、ＣＯ2排出量を抑制する策を講じる必要があ
る。

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「また、災害廃棄物の処理などの震災復興事業により、当
面の間、温室効果ガスの排出量が更に増加することが予
想されます。」

18 伊達市 17 25

本県の再生可能エネルギーのポテンシャルな
ど・・・
→「ポテンシャル」を日本語表記（潜在能力、可
能性等）とすべきではないか。

県民にとって分かりやすい計画とするために
は、意味が分かりづらいカタカナ表記は避ける
べきと思える。

御意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

「本県が有する再生可能エネルギーの潜在能力などを踏
まえ」
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ページ 行
対応

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

19 石川町 18 15

「歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり」が環
境負荷の少ない街づくりの冒頭に記載されて
いるが、この施策が温室効果ガス排出抑制に
直接的にかかわる項目として一般的に認知も
しくは、用語が用いられていないものと考える。
また、県が「歩いて暮らせるコンパクトなまちづ
くり」を地球温暖化ガスの抑制を中心に据えた
施策として展開できるのか疑問である。

「コンパクトシティ」という概念を基にしていると
考えるが、あくまでも市街地形成の考えかたで
あり、温室効果ガス排出抑制を第一義に据える
発想ではないと考えるため。

「歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり」の目的の１つに
環境負荷の低減があることからここで記載していますが、
分かりやすくするため、以下のとおり修正します。
「自動車排出ガスの抑制など、環境への負荷を低減する
ため、「歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり」を進めると
ともに、公共交通機関の利用や企業における環境にやさ
しい物流システムの構築を促進するほか、公共建築物等
への県産材利用の拡大を図ります。」

20 伊達市 18 20
二酸化炭素吸収源としての働きを十分に発揮
させるため、森林施業と・・・
→「施業」を他の語句にするべきではないか？

「森林施業」は林業業界では一般的な語句だと
思われるが、県民にとって分かりやすい計画と
するためには、他の語句が良いと思われる。
（実際は注釈があるか？）

「森林施業」の注釈を記載します。

21 伊達市 18 25

本県が大きなポテンシャルを有する再生可能
エネルギーを・・・
→「ポテンシャル」を日本語表記（潜在能力、可
能性等）とすべきではないか。

県民にとって分かりやすい計画とするために
は、意味が分かりづらいカタカナ表記は避ける
べきと思える。

御意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

「本県が大きな潜在能力を有する再生可能エネルギーを
有効活用し」

22 いわき市 20 12
　浮体式洋上ウインドファームの設置を「目指
します。」を「進めます。」に改める

　福島県再生可能エネルギー推進ビジョンに定
められている洋上風力発電電力量導入目標の
達成に向けた表現とする。

20～21頁「(3)再生可能エネルギー関連産業の活性化」に
おいて浮体式洋上風力発電について記載しており、重複
することから、当該箇所は削除することとしました。
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ページ 行
対応

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

23 伊達市 20 13

○　エネルギーの有効利用
工場・事業場等における温排水廃熱や、太陽
光、風力、地熱、小水力、バイオマスなど再生
可能エネルギーの有効利用を進めます。

「脱原発」を考えると、再生可能エネルギーを有
効利用していかなければならない。H24.9に策定
された革新的エネルギー・環境戦略でエネル
ギー・環境戦略３本柱を実現するために、エネ
ルギー需給の仕組みを抜本的に改め、国民が
主役となるシステムを構築として「電力システム
改革」の断行を記載しており、再生可能エネル
ギーの大量導入に関してもある程度将来性が
見える形で記載されている。。
単に再生可能エネルギーの有効利用を進める
だけでなく、有効利用によってもたらされる地域
活性化や民間投資の誘発など、福島県にとって
再生可能エネルギー有効利用がどのような形を
もたらすのかを記載する必要があるのではない
か。

現行のままとします。

※御意見の趣旨は、20～21頁｢(3)再生可能エネルギー関
連産業の活性化｣において記載しています。

24 石川町 28 24
「～、その持続可能な利用が求められていま
す。」と記載されているが、「その」は何を指す
のか不明確である。

何を持続的に利用したいのか不明確であると考
える。

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「生物多様性の保全を図るとともに、生物多様性の豊か
な恵みの持続可能な利用が求められています。」

25 石川町 29 5

「～県立自然公園の利活用」とあるが、コンパ
クトなまちづくりや生物多様性の重要性を認識
しているのであれば、人間が安易に利用したり
踏み込まないことが必要なのではないだろう
か。

自然環境の回復とは、まったく人間が関与しな
い自然の力や、その場所での新たな生態系に
よる展開を許容しているものであるのか、ある
いは、人工的に植生や生態系をコントロールし
ていくことなのかがよくわからないため。

現行のままとします。

※「県立自然公園の利活用」については、利用者による
自然破壊等を防ぐ観点から保護する面と、自然とふれあ
う場を提供する観点から利活用を促進する面の両面が大
切であると考えており、そのため、適切に保全することと
利活用を促進することの両方を併記しています。
なお、ここで言う自然環境の回復は、生態系をコントロー
ルするということではなく、基本的には自然そのものが長
い時間をかけて回復・変遷していくこととなり、それを適切
に保全していくという意味合いで記載しています。

9



ページ 行
対応

今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

26 石川町 30 17

「親水性（hydrophilicity）」とは、水 (H2O) との
間に親和性を示す化学種や置換基の物理的
特性を指し、その親和性は通常、水素結合に
由来する。親水性は、水との間に水素結合を
作ることで、水に溶解しやすいかあるいは水に
混ざりやすい性質であり、熱力学的に好ましい
（自由エネルギーを減少させる）現象である。
また、親水性の分子は水のほかに極性溶媒に
も可溶である。ことを示す用語であることから、
異なる用語の用法を用いる場合には、注釈が
必要ではないかと考える。

科学用語を異なる意味で用いる場合には、注釈
などをつけていただきたい。この場合、「親水の
向上」で良いのではないか？

「親水性」の注釈を記載します。

27 石川町 31 9～10

「～野生動物の放射線モニタリング調査」とあ
るが、空間線量率を測定するのではないだろう
と推測するが、「放射能」もしくは「放射性物質」
の誤りではないか？

野生動物の放射線モニタリングが可能であれ
ば、文章のとおりで良いと考える。その場合、手
法についてはご教授願いたい。ホールボディカ
ウンタを動物にも用いれば預託実効線量などは
計測可能と思われるが。

御意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

「野生鳥獣の放射能モニタリング調査」

28 石川町 32 8～10

環境省のウェブサイトでは「生物多様性とは、
生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。
地球上の生きものは40億年という長い歴史の
中で、さまざまな環境に適応して進化し、3,000
万種ともいわれる多様な生きものが生まれま
した。これらの生命は一つひとつに個性があ
り、全て直接に、間接的に支えあって生きてい
ます。生物多様性条約では、生態系の多様
性・種の多様性・遺伝子の多様性という3つの
レベルで多様性があるとしています。」と、記載
されています。従って、文中の「～、それらを減
少させない適正な方法で～継承します。」にか
けて、生物多様性を性状としてとらえているの
か、個数などの定量的な概念でとらえているの
かが不明瞭です。

生物多様性を呈する状態を継承・保全すること
よりも、最小限のダメージとなるように利用しよう
とする記述と解してよいか？

現行のままとします。

※左「意見」欄に記載いただいた３つの多様性の意味を
持つ生物多様性を、文面どおり、適正な利用によって継
承していくという意味合いで記載しています。
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今回資料該当箇所
No. 意見 意見の理由市町村

29
猪苗代

町
34 １行以下

（５）「猪苗代湖等の水環境保全」の項目に「水
辺環境の美化」の施策を追加していただきた
い。

台風や大雨時に発生する流木、ヨシ刈りに伴う
ヨシ屑、不法投棄物等は水質汚濁の原因ともな
るため、施策として追加すべき。また、河川管理
者である福島県の責任で処分することも明示し
ていただきたい。

30
猪苗代

町
34 2行以下

記載内容に加え、猪苗代北岸の浚渫、水草の
除去など、更なる取組みを行う必要があると考
えます。

本計画は平成32年度までの８か年計画である
ため、更なる事業展開が必要。計画内容では猪
苗代湖の水質改善は見込めない。

31 石川町 36 全般

原子力発電所事故に由来する人工各種Ag
（銀）110ｍの壊変により生成する安定型Cd（カ
ドミウム）についても、生態系濃縮をを含めて
注意が必要と考える。

これまでのカドミウムがもたらした公害被害を考
えるとこの章でなくとも、状況収集や研究が必要
であると考える。

現行のままとします。

※御指摘の内容に留意して、事業を展開してまいりたいと
考えています。

32 伊達市 40 3
「また、公害紛争処理制度の周知・啓発を行い
ます」を追加する。

制度の存在自体が認識されていないと思われ
るため、県民及び事業者に対し制度内容を周知
する必要がある。

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「公害紛争の処理に当たっては、「公害紛争処理法」に基
づき、あっせん、調停、仲裁を行い、公害紛争の迅速かつ
適切な解決を図るとともに、公害紛争処理制度の周知に
努めます。」

御意見を鑑み、以下のとおり一部修正します。

「○水環境悪化の防止
　「福島県猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群の水環境の保全
に関する条例 ｣等による各種規制措置などの水質汚濁防
止対策、ヒシ等水生植物の刈り取り・回収、富栄養化 防
止のための下水道、農業集落排水施設 及び窒素りん除
去型浄化槽 等の整備促進、汚濁負荷低減に配慮した農
業・水産業や森林づくりを進めます。」

「○関係機関との連携の推進
大学等の研究機関や環境保全団体との連携を強化し、
調査研究やその成果を広く発信します。
また、「猪苗代湖・裏磐梯湖沼水環境保全対策推進協議
会 」等のネットワーク組織をいかしながら、様々な環境保
全団体や企業、行政が連携を図り、湖岸の清掃や水草の
回収などの活動を始め、流域が一体となった水環境保全
活動を更に推進します。」
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33 石川町 42 11
文中「流域」とあるが、河川に限定した取り組
みと理解してよいか？

県域を越えた取組の一例としてここで記載している「流域
が一体となった環境保全活動」は、河川を中心とした活動
を想定していますが、必ずしも河川に限定されるものでは
ありません。

34 伊達市 18 24
カーボンオフセット、オフセットクレジット制度等
に関する記載が必要ではないか？

個別計画（地球温暖化対策実行計画等）で具体
的に定めるのかもしれないが、概要程度は記載
すべきではないか。

御意見を鑑み、以下のとおり修正します。

「これらの取組に加え、カーボン・オフセットの考え方につ
いて普及啓発を図るとともに、本県が大きな潜在能力を
有する再生可能エネルギーを有効活用し、」
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